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公益社団法人全国柔道整復学校協会 

令和５年度学校運営改善等事業助成金交付要綱 

 

Ⅰ 総 則 

 （目的） 

 第１ この要綱は、公益社団法人全国柔道整復学校協会（以下「柔整学校協会」という。）定款第４ 

条第４号に基づき、柔道整復師の養成施設及び柔道整復科を設置する大学又は短期大学等の養成施 

設（以下「養成学校」という。）において、柔道整復の振興と柔道整復師の教育の充実を図るため、 

教員研修のための研究事業に要する経費の一部を助成する事業を実施し、その学校運営改善等事業 

助成金（以下「助成金」という。）の交付に関し必要な事項を定める。 

 

（助成金の種類） 

 第２ この助成金は、柔整学校協会が実施する教員研修会のための研究事業に関する助成金とする。 

 

 （交付対象） 

 第３ この助成金の交付対象は、養成学校を単位とする。 

 ２ 公益社団法人全国柔道整復学校協会会長（以下「会長」という。）は、第２の助成対象となる事

業について、養成学校が実施をする場合、これに必要な経費について予算の範囲内で助成金を交付

する。 

 

（交付金額及び助成率） 

 第４ この助成金の交付金額は、助成金交付審査会で申請内容等の審査を行って交付する。 

 ２ 助成率は、第２に掲げる助成金の対象経費として認められる金額の１０分の１０とする。 

 

（助成金の申請） 

第５ 助成金の申請にあたり、次のとおり定める。  

（１）１研究事業あたり、第２に掲げる助成金の申請額は、最大５００千円までを限度とする。 

（２）１養成学校あたり、１研究事業とする。 

（３）この場合、柔整学校協会が実施する令和６年度の教員研修会において発表すること、紀要（研

究成果報告）の提出を条件とする。 

   なお、教員研修会の発表並びに紀要作成は、別途教育支援委員会教員研修等部会の指示によ

る。 

   

 （助成対象経費） 

 第６ この教員研修のための研究事業に関する助成金の対象となる研究事業とは、養成学校の教職員

を対象として、教員研修のための研究事業をいう。 

  ２  研究助成対象分野は、次のとおりとする。 

（１）柔道整復師の職域に関する分野 

 （２）柔道整復師の教育に関する分野 
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 （３）柔道整復教育器材の開発に関する分野 

 （４）養成学校の学生の動向に関する分野 

 （５）養成学校の学生募集に関する分野 

 （６）その他の研究 

 ３ 対象経費の範囲は、別に定める。 

 

（選定方法） 

 第７ 助成金の交付対象となる研究事業の選定にあたっては、次の事項を考慮し、別に定める助成金

交付審査会において審査を行い決定する。 

（１）上記第６の２の（１）～（６）に掲げる研究分野に該当している研究事業 

（２）その他 

 

Ⅱ 申請及び交付決定等  

 （申請の手続） 

 第８ 第２に掲げる助成金の交付を受けようとする養成学校を設置する者（以下「設置者」という。）

は、研究事業ごとに事業計画書兼交付申請書（以下「事業計画書」という。）（様式第１号）及び研

究助成事業実施計画書（以下「実施計画書」という。）（様式第１号の２）に必要書類を添付して、

会長に提出するものとする。 

 ２ 事業計画の策定に当たっては、申請年度の３月末日までに事業が完了するように計画を立てるも

のとする。 

 ３ 事業計画書は、養成学校を単位として作成し、設置者が申請手続きを行う。 

 ４ 前年度に引き続き、研究を継続して実施する場合は、研究助成事業実施報告書（以下「実施報告

書」という。）（様式第１号の２の（６））を、実施計画書と併せて会長に提出するものとする。 

 

 （交付決定の通知） 

 第９ 会長は、第８の規定による事業計画書及び実施計画書の提出があったときは、審査のうえ交付

決定を行い、申請者に対し、交付決定通知書（様式第３号）を交付するものとする。 

  

 （助成金の交付） 

 第１０ 会長は、第９の規定により設置者に助成金を交付する。 

   

 （申請の取り下げ） 

 第１１ 助成金の交付決定を受けた設置者は、当該交付決定の内容又はこれに付された条件に不服が

あることなどにより、助成金交付の申請を取り下げようとするときは、その旨を記載した書面を会

長に提出しなければならない。 

 

  （助成事業の遂行） 

 第１２ 助成金の交付を受けて学校運営改善等助成事業（以下「助成事業」という。）を行う養成学

校の設置者（以下「助成事業者」という。）が、助成事業を遂行するため契約を締結し、支払を行
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う場合は、公正かつ最小の費用で最大の効果を上げ得るように経費の効率的使用に努めなければな

らない。 

 

 （事業計画の変更） 

 第１３ 助成事業者は、助成事業の内容を変更しようとする場合、事業内容変更承認申請書（様式第

４号）を会長に提出し承認を受けなければならない。 

ただし、助成金額に変更をきたさない等軽微な変更については、この限りでない。 

２ 会長は、前項による助成事業内容の変更を承認した場合、助成事業者に対し、事業内容変更承認

書兼交付決定変更通知書（様式第５号）をもって通知する。 

 

 （助成事業の中止又は廃止） 

 第１４ 助成事業者は、助成事業を中止又は廃止しようとするときは、直ちにその旨を記載した書面

を会長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（助成事業遅延の報告） 

 第１５ 助成事業者は、助成事業が当該会計年度内に完了することができないと見込まれる場合又は

助成事業の遂行が困難となった場合には、速やかにその旨を記載した書面を会長に提出し、その指

示を受けなければならない。 

 

（実績報告書） 

 第１６ 助成事業者は、助成金の交付を受け助成事業を完了したとき又は、翌年の３月末までのどち

らか早い日から、１か月以内に実績報告書（様式第６号）に経費等の支払いの流れがわかる領収書

等の写を添付、研究成果報告書を会長に提出しなければならない。最終提出期限は翌年度の４月３

０日までとする。 

２ 原則として、実績報告後の学会等への発表は認めるものとし、発表する場合は、柔整学校協会の

助成金を受けたことを明記すると共に、柔整学校協会の事前承認を必要とする。 

 

（紀要作成書類） 

第１７ 助成事業者は、別添紀要作成要領に基づき紀要を作成し、翌年の４月末日までに会長に提出

しなければならない。 

２ 紀要の提出にあたっては、印刷書類１部と電子媒体での提出とする。 

 

（助成金の額の確定） 

  第１８ 会長は、第１６の報告を受けた場合には審査し、その報告に係る助成事業の実施結果が助成

金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確

定し、助成事業者に交付確定通知書(様式第７号)を送付する。 

２ 前項の額の確定を行った場合において、既にその額を超える助成金が交付されているときは、そ

の超える部分の助成金の返還を命じるものとする。 
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 （交付決定の取消） 

 第１９ 会長は、第１４に規定する助成事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる場合

には、第９の交付決定の全部又は一部を取り消し又は変更することができる。 

（１）この要綱及び柔整学校協会の指示に違反をした場合 

（２）助成事業者がこの助成金を助成事業以外の用途に使用した場合 

（３）助成事業者が助成事業に関して、不正その他不適当な行為をした場合 

（４）交付決定後生じた事情の変更により、助成事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった

場合（養成学校の廃止、規模の縮小等を含む） 

２ 会長は、前項の決定をした場合、交付決定取消・変更通知書（様式第８号）をもって通知すると

ともに、既に当該取り消しに係る部分に対する助成金が交付されているときは、期限を付して当該

助成金の全部又は一部の返還をさせるものとする。 

 

 （違約加算金及び延滞金） 

 第２０ 助成事業者は、第１８の２の規定により助成金の返還を命じられたときは、その助成金の受

領の日から返還の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部を納付した場合におけるその後

の期間については、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５％の割合で計算した違約加算金

（総額又は端数が１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 ２ 第１８の２の規定により助成金の返還を命じられ、これを納付期日までに納付しなかったときは、

納付期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき、年１０．９５％の割合で計算

した延滞金（総額又は端数１００円未満の場合を除く。）を柔整学校協会に納付しなければならな

い。 

 

 （財産の使用、管理及び処分の制限） 

  第２１ 助成事業者は、助成対象物について、常に善良な注意をもって管理し、助成金交付の目的に

従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 備品・図書等は、助成金申請時の事業目的以外に使用してはならない。但し、養成学校の研究用

に購入した備品・図書等は教職員の研究活動に支障を及ぼさない限り、教育用に使用することがで

きる。 

３ 設置者は、会長の承認がある場合を除いて、その処分をしてはならない。 

ただし、別に定める「減価償却資産の耐用年数に関する基準」に従い、耐用年数の経過したもの、

研究及び教育用図書等で単価が１万円未満のものは、この限りではない。 

 ４ 会長は、設置者が助成対象物を処分することにより収入があった場合、その収入の全部又は一部

を納付させることができる。 

 ５ 会長は、助成対象物が設置者の重過失により破損して使用不能となった場合、設置者に一定割合

で弁償させることができる。 

 ６ 養成学校の廃止等により助成事業が継続できなくなった場合、助成事業者は会長の承認を得て、

研究事業に関する助成対象物を他の専修学校又は他の専門課程等に譲渡し、使用させることができ

る。 
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 （財産の処分） 

  第２２ 助成事業者は、１点が１万円以上の備品・図書等が耐用年数期間中に使用不能になった場合

は、速やかに会長へ除却申請（様式第９号）をしなければならない。 

２ 会長は、設置者より提出のあった除却に係わる申請内容を審査し、除却の可否を各設置者に通知

（様式第１０号）するものとする。 

 

（助成金の経理） 

  第２３ 助成事業者は、助成事業について、その収入及び支出を記載した帳簿及び証拠書を備え、他

の経理と区分して助成事業の収入額及び支出額を記載し、助成金の使途を明らかにしておかなけれ

ばならない。 

２ 助成事業者は、前項の支出について、その内容を証する書類を整備して、前項の帳簿とともに助

成事業の完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。  

 

（現地調査等又は報告） 

  第２４ 会長又はその指定する者は、必要に応じて申請、実績報告及び研究事業に関する助成対象物

の管理等助成対象事業に関する事項について現地調査等を実施し、養成学校の設置者に報告を求め

ることができる。 

２ 助成事業者は、前項の規定に基づく現地調査等の実施又は報告を求められたときは、これに応じ

なければならない。 

 

（助成金交付審査会） 

  第２５ 柔整学校協会に別に定めるところにより、助成金交付審査会（以下「審査会」という。）を

置く。 

２ 審査会の委員は８名以内とし、会長が委嘱する。 

 

（要綱の改廃等） 

第２６ 本要綱の改廃は、柔整学校協会の理事会の議を経て会長が決定する。 

２ この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な細目は会長が別に定める。 

  

   附 則 

   １ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

ただし、令和４年４月１日から施行した、公益社団法人全国柔道整復学校協会令和４年度学

校運営改善等事業助成金交付要綱は廃止する。 


